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１ 広島県の分権改革
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広 島 県

◆◆広島県分権改革推進プログラム広島県分権改革推進プログラム
策定：平成１６年１１月１５日策定：平成１６年１１月１５日
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２ 計画の概要

１  趣  旨
 【策定の趣旨】

○ 国の分権改革の進展や市町村合併による基礎自治体の規模・能力の拡大を視野に，これからの国，県，基礎自治体の役割分担や県からの基礎自治体への事務・

権限移譲の推進，分権時代に対応した県の事務事業や組織の見直し，並びに将来の都道府県再編を見据えた県のあり方などについて検討を行い，本県独自に

「分権改革推進プログラム」を策定する。

○ 「分権改革推進プログラム」は，「分権改革推進計画」，「第二次行政システム改革推進計画」，「第二次中期財政運営方針」の３計画の総称

 【計 画 期 間     】平成１７年度～２１年度までの５年間

 【策定の体制】

○ 広 島 県 分 権 改 革推 進本 部            ：知事を本部長とする部長会議

○ 広島県分権改革推進審議会：条例に基づく附属機関（H15.7～H17.7）中国経済連合会会長ほか２４名

分権改革推進計画

◆分権型行政システムを目指して

　　国，県，基礎自治体や行政と民間との新しいパートナーシ
ップの下で行政サービスが効率的効果的に提供される「分権
型行政システム」の構築

　～分権改革の必要性，目指すべき分権型社会など～

◆分権時代における行政と民間との役割分担並びに国，

県及び基礎自治体のあり方
　　行政と民間との役割を厳格に見直した上で，行政の守備範

囲について，国，県，基礎自治体の役割分担を明確化

　～事務事業の廃止，民間開放

　　国，県，基礎自治体の役割分担

　　基礎自治体への事務・権限の大幅な移譲　など～

◆将来の広島県のあり方
　　より広域的かつ効率的で地域ブロックにおける総合行政の

主体となるべき新たな広域自治体の構築

　　　　⇒早期に道州制（自治的道州制）への移行を目指す

　～都道府県改革の背景，都道府県再編の必要性

　　道州制導入の意義及び目的，役割と権限，税財政，州都，

　　区域（中国ブロック），道州制に向けた今後の取組み　～

「広島県の分権改革の推進に関する答申」（Ｈ１６．１１．５）

◆具体的な取り組み
　１　分権型行政システムづくり

　　～県の役割を踏まえた事務事業見直し

　　　基礎自治体の行政体制整備への総合的な支援～

　２　スリムでスピーディーな県庁の構築

　　～本庁，地方機関の組織見直し，定員の適正管理，

　　　事務プロセスの見直し，県出資法人の見直し　など　～

　３　県民起点による成果重視の施策展開ができる「仕組み」づくり

　　～成果重視の行政運営の確立，県民参画型の県政の推進 ～

　４　元気な広島県を支える「人」づくり

　　～職員の能力と意欲を引き出し，組織の総合力と生産性を

　　　高める人材育成　など　～

◆新たな行政システム改革の必要性
　　簡素・効率化に加え，分権改革後の新しい県の姿や今後の道

州制への動きもにらんだ改革

◆新たな行政システム改革の基本的な考え方
　①「分権型行政システム」の構築

　②より効率的でスリムな県庁の構築

　③県民起点と成果重視の組織風土づくり

第二次行政システム改革推進計画

◆今後の財政運営
　　予算編成・執行を通じた財政改革の断行，財務情報の

積極的な公開，公営企業会計等の経営健全化　等

◆財政健全化方策
　１　内部努力の徹底

　　～人件費の抑制，内部管理経費の削減～

　２　施策の見直し

　　～普通建設事業等の削減，事務事業の見直し～

　３　歳入の確保

　　～県税収入の確保，受益者負担の適正化　等～

　４　資金確保対策等

　　～基金の活用，県債の活用，公債費の平準化　等～

◆財政健全化の基本方針
　財政危機を乗り越え，健全な財政基盤の確立に道筋

　（短期的）財政再建準用団体になるおそれを回避

　　　→（中期的）持続可能な財政構造の確立

　　　　　→（長期的）財政の弾力性を回復

　○目標設定　・財源不足の早期解消

　　　　　　・プライマリーバランスの早期黒字化

第二次中期財政運営方針

広島型分権改革システム【３つの視点】
    ■  具体的な合併後の基礎自治体の姿を前提とした分権改革の推進

    ■  行財政改革と民間開放につながる分権改革の推進

    ■  既存の制度を前提とせず，あるべき姿を目指した分権改革の推進



広 島 県

大竹市
30,282

安芸高田市
33,090

福山市
459,015

三次市
59,296

庄原市
43,151

安芸太田町
8,237

北広島町
20,858

江田島市
29,936

廿日市市
115,529

呉

神石高原町
11,591

30,655

尾道市

三原市
104,197

呉市
251,009

大崎上島町
9,238

世羅町

東広島市
184,423

府中市

海田町
29,140

府中町広島市
1,154,595

県内の市町村合併の状況県内の市町村合併の状況
【H18.3.1】 23市町（14市9町）

８６→２３８６→２３ (H18.3)(H18.3)

熊野町
25,102

竹原市

12,400
坂町

150,232

45,189

50,737

人口はＨ１7国勢調査（速報値）に基づく
は県の地域事務所区分

18,860

◆◆日本一の合併先進県日本一の合併先進県
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広 島 県

◆計画的な権限移譲◆計画的な権限移譲

基本方針基本方針

１１ 全全ての基礎自ての基礎自

治体へ治体へ移譲移譲

２２ 計画期間内に計画期間内に
移譲移譲

３３ 市町の実情に市町の実情に
応じ移譲応じ移譲

分権改革推進計画に基づき，全ての基礎自治体
へ積極的に移譲

計画期間，Ｈ１７～２１年度（Ｈ２２.４.１移

譲まで）。制度上制約のないものは，前半３
年間（Ｈ２０.４.１移譲まで）を目指す

合併時期，行政体制等を考慮し，個別に移譲
具体化プログラムを策定

分権推進計画に基づき１８９事務事業の移譲推進分権推進計画に基づき１８９事務事業の移譲推進
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広 島 県

◆権限移譲の内容（特徴的事例）◆権限移譲の内容（特徴的事例）

特徴的な事例特徴的な事例

町の福祉事務所設置町の福祉事務所設置

旅券申請受理及び交付旅券申請受理及び交付

障害者自立支援法事務障害者自立支援法事務

県内の９つの町のうち，１８年４月時点で
５町に設置

全市町で１９年度から実施予定（１８年度
は三次市先行実施）

大都市特例廃止に伴い県実施となった事務
を引き続き政令市，中核市で実施

道路の権限移譲道路の権限移譲

建築確認事務の充実建築確認事務の充実

維持・修繕，改良等の事実行為を全県的に
移譲予定。

限定特定行政庁から特定行政庁へ移行促進
～東広島市 １８．４

三原市・尾道市・廿日市市 ２０．４
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広 島 県

◆広島県の職員削減状況◆広島県の職員削減状況

①①ＨＨ1111～～1616実績実績 ※※総定員ベース（教員，警察官含）総定員ベース（教員，警察官含）

全国自治体平均全国自治体平均 ▲▲4.64.6％％
広島県広島県 ▲▲6.36.3％％

②今後５年間の目標②今後５年間の目標 ※※総定員ベース（未定の警察官除く）総定員ベース（未定の警察官除く）

国指針国指針（Ｈ（Ｈ1717～～2222）） ▲▲4.64.6％％
広島県広島県（Ｈ（Ｈ1717～～2222）） ▲▲6.96.9％％

〃〃 （Ｈ（Ｈ1616～～2121）） ▲▲8.48.4％％
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広 島 県

◆広島県の給与◆広島県の給与水準水準

ラスパイレス指数の推移
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広 島 県

◆広島県の民間委託等の推進状況◆広島県の民間委託等の推進状況

•• 指定管理者制度の活用指定管理者制度の活用
H17H17年度で年度で1919施設に導入施設に導入～全国第４位の導入状況（Ｈ１７）～全国第４位の導入状況（Ｈ１７）

H18H18年度に年度に133133施設に導入施設に導入

•• 現業業務の抜本見直し現業業務の抜本見直し
守衛，電話交換，道路巡視など守衛，電話交換，道路巡視など1818業務を民間委託業務を民間委託

～～現業業務すべての見直しは現業業務すべての見直しは全国初全国初
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広 島 県

◆事務事業総点検の実施◆事務事業総点検の実施

県行政を取り巻く様々な状況変化

○ 国の行財政改革の動き

○ 県内の市町村合併の進展や本県の危機的な財政状況 など

県行政を取り巻く様々な状況変化

○ 国の行財政改革の動き

○ 県内の市町村合併の進展や本県の危機的な財政状況 など

全庁を挙げて事務事業の総点検を実施 ～全ての業務を原点から見直し～

○ 県の業務を約２，６００の事務事業に分類

○ 必要性，有効性，効率性などの視点で点検・見直し

・ 人件費を含むトータルコストから見た点検

・ 予算事業だけでなく，非予算事業についても点検

・ 庁内だけでなく，民間と一体となって点検

・ 国・市町との二重行政の整理や権限移譲など県の役割を点検

・ アウトソーシングなど民間と県の役割を点検

全庁を挙げて事務事業の総点検を実施 ～全ての業務を原点から見直し～～全ての業務を原点から見直し～

○ 県の業務を約２，６００の事務事業に分類

○ 必要性，有効性，効率性などの視点で点検・見直し

・ 人件費を含むトータルコストから見た点検

・ 予算事業だけでなく，非予算事業についても点検

・ 庁内だけでなく，民間と一体となって点検

・ 国・市町との二重行政の整理や権限移譲など県の役割を点検

・ アウトソーシングなど民間と県の役割を点検

簡素で効率的な行財政システムを構築

分権時代をリードする新たな広域自治体の実現へ

簡素で効率的な行財政システムを構築簡素で効率的な行財政システムを構築

分権時代をリードする新たな広域自治体の実現へ
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２ 広島県の産業再生
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新規成長産業の集積とベンチャー企業の創出

製造品出荷額（電気機械）
（Ｈ２⇒Ｈ１７比較）

構成比：５.２％⇒１４.８％

出荷額：約２.５倍に拡大

４，６３９億円/Ｈ２

⇒１１，４３９億円/Ｈ１７

（目標値）

５分野の付加価値額

１４,３９６億円（Ｈ１５年）

１９,２００億円（Ｈ２２年）

◆◆新たな産業づくり新たな産業づくり
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広 島 県

○ 最近の主な半導体・電気機械関連の大型投資

○ 最近の主な農業への異業種参入

◆◆大型投資と農業への異業種参入大型投資と農業への異業種参入

大日本印刷(株)（1５０億円）

日東電工(株)尾道事業所（１4０億円）１７年

(株)ＤＮＰプレシジョンデバイス三原工場（１８０億円）

シャープ(株)三原工場（８２億円）

広島エルピーダメモリ(株)（５,０００億円※新工場フル稼働まで）
１６年

日東電工(株)尾道事業所（１００億円）

(株)前川製作所東広島工場（１２億円）平成
１５年

所在地 企 業 名 品 目 敷地面積 参入時期

（有）グリーンファーム沖美 トマト １．５ｈａ Ｈ14. 6.17

沖美ベジタ（有） イチゴ １．２ｈａ H14.12.16

世羅菜園（株） トマト ３２．６ｈａ Ｈ12. 3.10

マルゴ有機農場（有） 大豆等 ４５．０ｈａ Ｈ 6. 3. 4

（株）日本農園 レタス ８．５ｈａ Ｈ15. 5.14

（有）セラマム 菊 ７．８ｈａ Ｈ 9. 4.16

（有）グリーンカクエイ ネギ ４．９ｈａ Ｈ13. 5.31
庄原市

世羅町

江田島市
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広 島 県

○○ 平成３年以来，１４年ぶりに，平成３年以来，１４年ぶりに，全ての主要項目が前年より増加全ての主要項目が前年より増加

・・ 事業所数（２年ぶり） ・ 従業者数（７年ぶり）

・ 製造品出荷額等（３年連続） ・ 付加価値額（３年連続）

○○ 付加価値額付加価値額は，は，中国・四国・九州で中国・四国・九州で３３年連続年連続１位１位（（全国１２位）全国１２位）

⇒Ｈ１５にＨ２以来１３年ぶりに福岡県を上回り，差を拡大へ⇒Ｈ１５にＨ２以来１３年ぶりに福岡県を上回り，差を拡大へ
（出典：平成１（出典：平成１７７年工業統計）年工業統計）

○製造業に回復の兆し

（目標値） 県内製造業の付加価値額

２７，７３６億円（Ｈ１６年） を２８，４００億円 （Ｈ２２年） に

◆◆基幹産業の持続的発展基幹産業の持続的発展
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広 島 県

◆税収の状況◆税収の状況 ～調定額現年度ベース～～調定額現年度ベース～

■ 法人２税等の増収により，税収は年々回復しており，全国平均と比較しても大きな伸びとなっています。
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３ 平成18年度当初予算の概要

広島県



広 島 県

■ 抜本的な歳出抑制（財政健全化対策）と合わせ，施策の選択と集中を図ることで，スリムな予算規模を実現

■ 前年度に比べ２７１億円３０百万円の減、△２．７％

■ 平成１４年度以降、５年連続のマイナス予算（ピーク時の平成１３年度から比較して約１，６００億円下回る水準）

■平成３年度まで・・

高度経済成長に支えられ大幅に

増加しました。

■平成４年度から・・

バブル経済崩壊後は、補正予算

による経済対策を実施しました。

■近年は・・

景気低迷に伴う税収の落ち込み

などで財源不足が拡大したため、

財政健全化に取り組んでいます。

当初予算の規模は５年連続でマイ

ナス。

◆予◆予 算算 規規 模模 ～平成～平成1818年度～年度～

13

広島県一般会計当初予算額の推移
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（0.9％）
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バブル経済崩壊

Ｈ４～
経済対策実施

財政健全化への取組み
9,741 （▲2.7％）Ｈ１８

一 般 会 計 ９，７４１億円 （対前年度比△271億30百万円、△2.7％）



広 島 県

◆歳入・歳出の内訳◆歳入・歳出の内訳

歳 入

■ 県税は、法人２税等の増収により、前年度と比べ＋２９９億円、１０．５％となる見込み

■ 人件費は、退職手当が増加しますが，職員数の計画的削減により，前年度と比べ△３億円、△０．１％

■ 投資的経費は、公共事業の計画的な削減により、ピーク時（平成７年度）を１００した場合、５６.２％の水準

歳 出

14

2,837 2,273 1,536 1,375 1,991 10,012
2,711 2,202 1,735 1,548 2,035 10,231

2,609 2,409 1,832 1,674 2,064 10,588

2,793 2,494 2,037 1,371 2,253 10,948
3,174 2,510 2,209 1,292 2,199 11,384
3,057 2,679 2,233 1,133 2,208 11,310
2,773 2,472 2,167 1,316 2,461 11,189
3,196 2,028 2,146 1,242 2,585 11,197
3,075 1,975 2,148 1,408 2,072 10,678
2,818 1,927 2,208 1,455 2,090 10,498

2,843 1,819 2,198 1,360 2,182 10,402

2,710 1,669 2,361 1,234 2,376 10,350
2,925 1,665 2,058 911 2,173 9,732
3,170 1,643 2,077 680 1,877 9,447
3,096 1,558 1,866 691 1,751 8,962

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000
億円

H3

H4

H5

H6

H7

H8

H9

H10

H11

H12

H13

H14

H15

H16

H17

県税
3,136

地方交付税
地方特例交付金

1,833

国庫支出金
1,279

県債
1,352

その他
2,141 歳入予算

9,741億円H18

3,210 1,272 323 2,033 576 2,215 383 10,012
3,200 1,330 348 2,210 590 2,157 396 10,231
3,313 1,406 361 2,305 695 2,102 406 10,588
3,350 1,468 441 2,403 768 2,108 410 10,948
3,367 1,376 465 2,748 728 2,280 420 11,384
3,421 1,284 448 2,799 748 2,214 396 11,310
3,427 1,273 445 2,949 785 1,926 384 11,189
3,418 1,160 432 2,975 758 2,069 385 11,197
3,410 1,048 424 3,029 864 1,516 387 10,678
3,387 891 416 3,310 824 1,278 392 10,498
3,324 821 415 3,352 865 1,250 375 10,402
3,238 1,002 397 3,345 818 1,176 374 10,350
3,197 711 387 3,230 715 1,139 353 9,732
3,123 668 458 2,910 867 1,091 330 9,447
2,960 658 437 2,711 880 1,009 307 8,962

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000
億円
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H4

H5

H6
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H8
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H15

H16

H17

人件費
3,206

公債費
1,323

扶助費

270
投資的経費
1,883

投融資

関係費

409

補助費等
2,284

その他

366
歳出予算
9,741億円

H18



広 島 県

○ 元気な広島県づくりの推進 ～ 新展開施策への選択と集中

◆予算編成の基本方針（１）◆予算編成の基本方針（１）

■ 「少子高齢・人口減少社会」，「成熟・グローバル経済社会」，「分権・地域協働社会」への移行などの時代潮流を踏まえて，先導的

または集中的に取り組むべき課題に対応するため，８つの視点から新たな取組みが必要な施策を“新展開施策” として位置づけ，

元気な広島県づくりの実現に向けて，積極的に推進します。

15

一 般 事 業 と 新 展 開 施 策 の 増 減 比 較

76.4%

8.8%
0.7%

31.9%

14.7%

△4.8%

一般事業

（預託融資等除く）
うち新展開施策
全 体

「人づくり」に係る
新展開施策

「活力づくり」に係る
新展開施策

「安心づくり」に係る
新展開施策

「自治づくり」に係る
新展開施策

増減率（％）
100％

80％

40％

20％

0％

△20％

○ 子育て・高度医療

○ 環境創造・健康

危機管理

○ 防災・防犯

「人づくり」に係
る新展開施策

○ 次世代人材育成

「活力づくり」に
係る新展開施策

○ 新産業創造

○交流と定住・中

山間地域振興

○中枢拠点性強化

「安心づくり」に
係る新展開施策 「自治づくり」に

係る新展開施策

○ 広島型分権改革

○ 子育て・高度医療

○環境創造・健康危

機管理

○防災・防犯



広 島 県

○ 財政健全化への取組み ～ 健全な財政基盤の確立に向けた予算編成

■ 健全な財政基盤の確立に向け，内部管理経費の上乗せ削減等により，平成１５年に策定した健全化目標額（３５０億円）を上回る

３９３億円の歳出削減に取り組んでいます。

　 　 〔 平 成 １ ８ 年 度 当 初 予 算 ま で の 取 組 状 況 〕 　 　 　  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　 （ 単 位 ：億 円 ）

区 　 　 　 　 分 平 成 １ ８ 年 度 当 初 予 算 ま で の 取 組 内 容
Ｈ １ ８ 効 果 額

(一 般 財 源 )

◆予算編成の基本方針（２）◆予算編成の基本方針（２）

16

 １ 　 内 部 努 力 の 徹 底    １ ８ ６

( 1 )  人 件 費 の 抑 制

①  職 員 数 の 削 減 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  効 果 額 ５ ０ 億 円
　 ■ 　 削 減 数 　 知 事 部 局 等 △ 5 7 0 人 、 教 育 委 員 会 △ 9 7 0 人 、
　 　 　 　 　 　 　 警 察 本 部 （ 警 察 官 を 除 く ）  △ 2 0 人
②  給 与 の 見 直 し 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  効 果 額 ７ ４ 億 円
　 ■ 　 給 与 ・ 報 酬 等 カ ッ ト 、 給 料 月 額 引 下 げ （ Ｈ 1 5 ・ Ｈ 1 7 改 定 ）、 退

職 時 特 別 昇 給 廃 止

　 １ ２ ４

( 2 )  内 部 管 理 経 費

   の 削 減

①  施 設 管 理 経 費 の 削 減 　 　 　 　 　 　 　  　 　 　 　 　 効 果 額 ３ ８ 億 円
　 ■   経 費 節 減 、 公 の 施 設 の 管 理 委 託 費 の 見 直 し
②  事 務 経 費 の 削 減 　 　 　 　 　 　 　 　  　 　 　 　 　 　 効 果 額 ２ ４ 億 円
　 ■   徹 底 し た 経 費 節 減 、 合 理 化 の 推 進

　 　 ６ ２

２ 　 施 策 の 見 直 し       　 １ ７ ７

( 1 )  普 通 建 設 事 業

等 の 削 減

①  公 共 事 業 の 計 画 的 削 減 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  効 果 額 ６ ５ 億 円
　 ■   補 助 公 共 、 単 独 公 共 （ 建 設 ） 　 　 　 1 5 年 度 比 △ 2 0 ％
　 ■   直 轄 事 業 負 担 金 、 単 独 公 共 （ 維 持 ） 1 5 年 度 比 △ 1 0 ％
②  公 共 事 業 以 外 の 投 資 的 経 費 の 計 画 的 削 減 、
     事 業 の 平 準 化 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  効 果 額 ５ ７ 億 円

　 １ ２ ２

( 2 )  事 務 事 業 の

　  見 直 し

① 　 補 助 金 の 抑 制 ・ 削 減 　  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　    効 果 額 　 ５ 億 円
　 ■   義 務 的 補 助 金 に 準 ず る 大 規 模 補 助 金 の 抑 制
② 　 そ の 他 補 助 、 一 般 事 業 の 削 減  　 　 　 　 　 　 　    効 果 額 ５ ０ 億 円
　 ■   す べ て の 事 業 の ゼ ロ ベ ー ス か ら 見 直 し

　 　 ５ ５

 ３ 　 歳 入 の 確 保       

① 　 県 税 等 の 収 入 未 済 額 の 縮 減 　 　 　 　 　 　 　 　  　 効 果 額 　 ７ 億 円
② 　 使 用 料 ・ 手 数 料 の 見 直 し 　  　  　 　 　 　 　  　 　 効 果 額 　 １ 億 円
③ 　 財 産 売 払 収 入 の 確 保 　 　 　 　  　 　 　 　 　 　   　 効 果 額 １ ４ 億 円
④ 　 貸 付 金 の 回 収 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　 効 果 額 　 ８ 億 円

　 　 ３ ０

合 　 　 　 　 計 　 ３ ９ ３



４ 平成１７年度決算の状況

広島県



広 島 県

◆決算収支の推移◆決算収支の推移

（単位：百万円）

Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17

一般財源 511,521 527,557 522,520 538,789 567,841 605,096 577,888 541,398 524,903 528,186 567,718

国庫支出金 219,182 217,580 217,744 241,378 249,094 249,364 238,347 203,651 192,339 175,583 153,877

地方債 158,623 159,147 173,910 220,363 188,165 175,049 178,137 193,328 197,675 176,659 152,030

その他 174,815 170,612 139,445 151,220 158,411 138,671 129,932 138,295 124,219 112,258 109,730

1,064,141 1,074,896 1,053,619 1,151,750 1,163,511 1,168,180 1,124,304 1,076,672 1,039,136 992,686 983,355

義務的経費 448,072 471,075 486,904 502,252 514,879 522,399 526,224 527,511 514,807 497,176 488,198

うち公債費 80,329 92,908 99,592 114,394 131,810 137,450 143,721 146,992 144,445 136,410 136,612

投資的経費 342,848 337,604 304,883 354,415 347,739 335,052 283,097 265,894 244,365 214,756 197,297

その他 258,228 254,815 254,327 284,464 287,194 297,198 298,685 267,551 266,870 269,420 287,301

1,049,148 1,063,494 1,046,114 1,141,131 1,149,812 1,154,649 1,108,006 1,060,956 1,026,042 981,352 972,796

655 571 141 121 741 2,253 2,249 1,839 1,407 1,170 1,130

歳
　
入

区　　　分

実　質　収　支

歳
　
出
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歳入 歳出

655 571
141 121

741

2,253 2,249
1,839

1,407 1,170 1,130

実質収支

実質収支は、昭和５２年度以降、一貫して黒字となっています。
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(百万円)
地方財政状況調査



広 島 県

◆財政指標の状況◆財政指標の状況
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■ 平成１７年度は，財政健全化への取り組みや法人二税を中心とする税収の回復により，財政指標は改善しています。

財政力指数 経常収支比率

公債費負担比率 起債制限比率
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広 島 県

◆実質公債費比率の状況◆実質公債費比率の状況
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16.9
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19

H15 H16 H17

実質公債費比率（過去３ヵ年平均）

単年度の実質公債費比率

■ １８年度の実質公債費比率は，地方債の許可が必要となる１８％を２ポイント下回る１６．０％となっています。

■ 単年度の実質公債費比率が改善しているため，当面，協議団体の水準が維持できる見込みです。

19
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広 島 県

◆特別会計決算の状況◆特別会計決算の状況

会　計　名
歳　入
Ａ

歳　出
Ｂ

差　引
Ｃ＝Ａ-Ｂ

証 紙 等 16,223 15,935 288 県収入証紙の売りさばき代金等を明確にするため

管 理 事 務 費 378 354 24 用度調達や通信管理などを合理的に運営するため

公 共用地等取得 事業 5,105 5,105 0 公共用地先行取得債を活用し、明確に区分するため

公 債 管 理 148,283 148,283 0 公債費の償還事務等を一元管理し、効率的に経理するため

母 子・寡婦福祉 資金 528 291 237 母子家庭等を対象とした生活資金、修学資金の貸付

中 小 企 業 支 援 資 金 10,967 6,758 4,209 中小企業の経営基盤強化や創業を支援するための貸付

農 業 改 良 資 金 485 84 401 農業経営などの改善を図るための貸付

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 176 85 91 沿岸漁業の振興を図るための貸付

県 営 林 事 業 費 139 139 0 県営林を企業的に運営するため

林 業 改 善 資 金 825 604 221 間伐等を促進するための貸付

港 湾特別整備事 業費 18,060 17,736 324 港湾整備事業の円滑な運営と経理を明確にするため

流 域 下 水 道 事 業 費 9,510 9,509 1 流域下水道事業の円滑な運営と経理を明確にするため

県 営 住 宅 事 業 費 8,180 7,982 198 県営住宅事業の円滑な運営と経理を明確にするため

高 等 学 校 等 奨 学 金 418 337 81 高等学校等奨学金貸付事業の円滑な運営と経理を明確にするため

合　　　計 219,277 213,202 6,075

会　計　の　概　要

20

(単位：百万円)



広 島 県

■ 病院事業は医業費用の増加，土地造成事業は地価の下落などにより，収益的収支は昨年に引き続きマイナスとなっており，収

益の向上が課題となっています。工業用水道事業及び水道用水供給事業については安定した経営を行っています。

◆企業会計決算の状況及び貸借対照表◆企業会計決算の状況及び貸借対照表

（単位：百万円）

病　　院 工業用水道 土地造成 水道用水供給 合　　計

 収　益 19,762 2,475 9,845 11,509 43,591

 費　用 21,097 2,289 11,799 9,269 44,454

 収支差引(当年度純利益) ▲ 1,335 186 ▲ 1,954 2,240 ▲ 863

 収　入 2,299 511 4,395 1,106 8,311

 うち企業債 1,025 206 2,223 585 4,039

 支　出 2,994 1,703 12,968 8,218 25,883

 うち償還金 1,830 307 8,194 5,338 15,669

 収支差引 ▲ 695 ▲ 1,192 ▲ 8,573 ▲ 7,112 ▲ 17,572

 資産の部 29,600 24,854 91,292 158,816 304,562

 固 定 資 産 25,769 21,142 85,135 150,414 282,460

 流 動 資 産 3,352 3,712 5,287 8,402 20,753

 そ の 他 479 0 870 0 1,349

 負債の部 3,165 2,094 6,973 2,487 14,719

 固 定 負 債 238 1,433 4,876 1,285 7,832

 流 動 負 債 2,927 661 2,097 1,202 6,887

 資本の部 26,435 22,760 84,319 156,329 289,843

 資 本 金 等 21,076 3,781 37,610 43,692 106,159

 企 業 債 28,886 9,626 54,559 56,882 149,953

 剰　余　金 ▲ 23,527 9,353 ▲ 7,850 55,755 33,731

186 2,103 2,522 6,098 10,909

※収益的収支及び資本的収支は税込み、貸借対照表は税抜き。

区　　　分

資 金 フ ロ ー

収益的
収　支

資本的
収　支

貸
借
対
照
表
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広 島 県

■ 地方三公社（４団体）については，土地開発公社が時価会計導入による評価損計上のため単年度収支において赤字となってい

るものの，前年度からの繰越金を合わせた17年度末収支差においては，全て黒字となっており，安定した経営を行っています。

◆◆1/21/2以上出資等法人の決算状況等以上出資等法人の決算状況等

（単位：百万円）

広島県土地開発公社 広 島 県 道 路 公 社 広島高速道路公社 広島県住宅供給公社 その他１６団体 合　　計

 収　入 9,311 6,214 3,737 5,731 20,620 45,613

 支　出 9,402 6,214 3,737 5,343 21,104 45,800

 収支差引 ▲ 91 0 0 388 ▲ 484 ▲ 187

　前年度からの繰越金 18,595 0 118 2,145 2,234 23,092

　１７年度末収支差 18,504 0 118 2,533 1,750 22,905

 資　本　金 30 6,325 49,118 10 5,246 60,729

 県出資金 30 6,325 24,559 8 3,792 34,714

 出資比率 100.0% 100.0% 50.0% 83.0% 72.3% 57.2%

 資産総額Ａ 30,489 25,119 237,807 28,714 92,034 414,163

 負債総額Ｂ 11,955 18,794 188,571 26,171 56,500 301,991

 資本総額Ｃ 18,534 6,325 49,236 2,543 35,534 112,172

資産Ａ／負債Ｂ 2.55 1.34 1.26 1.10 1.63 1.37

公共用地，公用地等 有料道路事業の維持 指定都市高速道路の 住宅の建設・分譲・

の取得・管理・処分 管理業務等 建設及び維持管理業 賃貸・管理等

等 務等
事 業 概 要 等

貸
借
対
照
表

区　　　分

単年度
収　支

資本金
等の額
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広 島 県

◆基金残高の推移◆基金残高の推移

195 191 186 154 151 149 107 111 63
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％
財政調整 減債(一般分)

減債(ﾙｰﾙ分) そ の 他

財政規模対比

■ 減債基金は、満期一括償還のため各年度で積立を行い、償還時に備えるものです。
⇒ 広島県は，市場公募債の理論償還積立をルールどおり確実に行っています。

■ 財政調整基金及び減債基金（一般分）は、経済の不況等により大幅な税収減に見舞われたり、災害の発生等に
より思わぬ支出の増加が出た場合の財源調整的な基金ですが、減少傾向にあり、平成１７年度末で計３０９億円
の残高となっています。

■ その他の基金は，法人二税の大幅な増収に伴う来年度以降の交付税清算分に備えるための減債基金（特別分）

を一時的に積立てたことなどにより，増加しています。

23
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広 島 県

◆債務負担行為の状況◆債務負担行為の状況

■ 経済対策に伴う大型公共事業の補正により、９年度に大幅に増額しましたが、それ以降は逓減傾向にあります。
■ 債務負担行為は、各種制度を活用し事業の円滑な実施を図るためのものです。
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５ 広島県債について
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広 島 県

◆県債残高の推移◆県債残高の推移
■ バブル経済が崩壊した平成４年度以降、経済対策や地方財政の財源不足に対応するため、県債の発行額が

急増した結果、残高が大幅に増加しました。
■ 近年は公共事業等の計画的削減に努めた結果、通常債の発行額は減少していますが、臨時財政対策債等の

特例債の発行が増加したため、残高はなお高水準で推移しています。
■ 平成１７年度の残高は、歳入総額の1.83倍（全国第12位）、標準財政規模の3.62倍（全国第15位）となっており，

県民１人あたりの残高は、６２６千円（全国第30位）です。
（参考）歳入総額 9,834億円（全国第13位），標準財政規模 4,971億円（全国第13位）、人口 2,876,762人(17国調・全国第12位）

5,876
6,579

7,167 7,470 7,368 7,161

4,204

4,888

5,677

5,981

5,956
5,821

5,981 6,117

4,0393,665

4,617 5,242

6,050

6,111

3,9523,111

2,3221,903

1,616
1,479

1,307

1,202

1,103

998

942
858

1,211

1,203

1,209

1,148

1,062
1,049

1,153

1,154

9.5 9.6 10.2 10.6 11.9
13.7

17.7
21.99.9 9.8

0

4,000

8,000

12,000

16,000

Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

億円

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
％

政府資金 市中銀行

市場公募　Ａ その他

公募債構成比

交
付
税
措
置
約
50
％

25



広 島 県

◆プライマリーバランスの推移◆プライマリーバランスの推移

▲ 323

▲ 299

▲ 502

▲ 226

▲ 600

▲ 400

▲ 200

0

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

億円

PB(決算ベース)

■ 平成16年度策定の「第二次中期財政運営方針」におい

て，「プライマリーバランスの早期黒字化」を財政健全化

の基本目標の一つとして掲げ，平成19年度当初予算での

黒字化を目標としています。

■ 本県のプライマリーバランスは，平成16年度に災害対応

等の起債発行増により赤字幅が増加したものの，平成14
年度から着実に改善しています。

■ 平成18年度当初予算のプライマリーバランスは ▲3億

円と当初予算段階での黒字化へ向けて一定の目処が

立っています。
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台風16号災害や18
号災害対応のため

○本県のプライマリーバランスの定義

：元金償還額と県債発行額（臨時財政対策債などを除く）

とのバランス

黒字：元金償還額＞県債発行額 ⇒ 県債残高が減少

赤字：元金償還額＞県債発行額 ⇒ 県債残高が増加

※国（財務省）の定義（基礎的財政収支）

：県債を除く税収等の歳入と元利償還額を除いた歳出

とのバランス

区　　　　　　分 Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

元金償還額 (A) 964 1,012 940 903

県債発行額 (B) 1,466 1,311 1,263 1,129

プライマリーバランス (A)-(B) ▲ 502 ▲ 299 ▲ 323 ▲ 226

※元金償還金，県債発行額とも，臨時財政対策債，減税補てん債等に係るものは除く。

（単位：億円）



広 島 県

（シェア：Ｈ１８第1回）

シェア シェア
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地
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み ず ほ 信 託 銀 行

都
市
銀
行

み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行

新 生 銀 行
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（単位：億円）
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個別発行債
（10年債）

共同発行債

合　　　計

区　　分

■ 資金調達方法の多様化を図るため，市場公募債の発行額を平成１４年度以降，年々増やしています。

■ 今後も流動性の向上を図るため，発行額の拡大や償還年限の多様化を図ります。

■ １８年度個別債発行計画

８月：200億円

１月：200億円

３月：200億円

○広島県債の引受シ団
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◆市場公募債の発行◆市場公募債の発行
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広 島 県

◆広島県のバランスシート◆広島県のバランスシート

投資・現金等３,８８９億円
（１１％）

有形固定資産
３兆２,７８５億円

（８９％）

正味資産
１兆８,７７４億円

（５１％）

投資・流動資産３,８４４億円
（１０％）

有形固定資産
３兆３,４８１億円

（９０％）

固定負債
１兆８，９０５億円

（５１％）

流動負債１，１２８億円（３％）

正味資産
１兆７，２９５億円

（４６％）

投資・流動資産等４,９２３億円
（１１％）

有形固定資産
４兆３３５億円

（８９％）

固定負債
２兆３，４６１億円

（５２％）

流動負債１,７６７億円（４％）

正味資産
２兆４９億円

（４４％）

（単位：億円）

〔資産の部〕 45,277 〔負債の部〕 25,228

①有形固定資産 40,335 89% ①固定負債 23,461 52%

②投資等 3,141 7% ②流動負債 1,767 4%

③流動資産 1,782 4%

〔正味資産の部〕 20,049 44%

④繰延勘定 19 0%

資産合計 45,277 45,277負債・正味資産合計

〔資産の部〕 37,328 〔負債の部〕 20,033

①有形固定資産 33,481 90% ①固定負債 18,905 51%

庁舎や道路など 地方債や退職引当金

②投資等 3,298 9% ②流動負債 1,128 3%

出資金や貸付金 翌年度償還金

③流動資産 549 1%

歳計現金や基金 〔正味資産の部〕 17,295 46%

①国庫支出金 9,545

②一般財源等 7,750

資産合計 37,328 37,328負債・正味資産合計

普通会計のB/S

29

平成16年度

連結B/S

※連結の範囲は，普通会計，公営企業会計，特別会計及び主な

出資法人としている。



広 島 県

◆行政コスト計算書◆行政コスト計算書

（単位：百万円）

金　　額
Ａ

構成比率
Ｂ

 人にかかるコスト 376,564 43.5

 物にかかるコスト 182,152 21.1

 移転支出的なコスト 263,857 30.5

 その他のコスト 42,121 4.9

864,694 100.0

 使用料・手数料等 52,207 6.0

 国庫支出金 131,062 15.2

 一般財源 530,261 61.3

 正味資産国庫支出金償却額 36,689 4.2

750,219 ―

　県民１人あたりにかかるコスト 300,579 円

平成１６年度

計

収

入

計

行
政
コ
ス
ト

区　　　分

182,152

376,564

263,857

42,121

 人にかかるコスト

 物にかかるコスト

 移転支出的なコスト

 その他のコスト

行政コスト

864,694

行政コスト計算書
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